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 添付３  

 

建築設計業務委託特記仕様書 
 

 

Ⅰ 業務概要 

１  業務名称      障害者支援施設「高松園」建設設計業務 

 

２ 計画施設概要 

本業務の対象となる施設（以下「対象施設」という。）の概要は次のとおりとする。 

（１）施 設 名 称   障害者支援施設「高松園」 

（２）敷地の場所   宮城県気仙沼市唐桑町浦１９５番地（代表地番） 

（３）施 設 用 途   障害者支援施設（入所施設） 

 

３ 設計与条件 

（１）敷地の条件   

ａ．敷地の面積  ９，８５１㎡（うち平場面積７，４４８㎡） 

ｂ．用途地域及び地区の指定   

都市計画区域及び準都市計画区域外 

建築基準法第２２条地域 

（２）施設の条件   

ａ．延べ面積   ２，０００㎡（目標） 

ｂ．主要構造   木造（準耐火構造）、平家 

※現計画での想定、今後の協議により変更可とする。 

ｃ．耐震安全性の分類 

１）構造体        Ⅱ 類 

２）建築非構造部材   Ｂ 類 

３）建築設備       乙 類 

耐震安全性の分類は、官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（平成 25年 3月 29日

付け国営計第 126号、国営整第 198号、国営設第 135号）による。 

（３）建設の条件 

ａ．建設手法   本建設事業は、既存園舎（運営継続）の南側空地に新園舎を建設し、建

設工事完了後に既存園舎を解体し、跡地整備をもて完了とする。 

 

 

 

 

ｂ．予定工事費     総  額     約 ４９７，０００千円（税抜き）  

  ① 高松園本体工事  約 ４６１，０００千円（税抜き） 

② 外構附帯設備工事  約 ３６，０００千円（税抜き） 

            ・第 1期外構附帯 （対象内） 

・し尿浄化槽整備 （対象内） 

・第２期外構附帯 （対象内） 

・第３期外構附帯 （対象外） 

③ 既存施設解体工事 （対象外） 

ｃ．建設工期   平成６年５月～平成７年４月 

（４）設計与条件の資料 

設計与条件については、次の資料による。 

●「高松園施設整備計画」（令和４年１２月版） 
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Ⅱ 業務仕様 

本特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書」（平成 20年 3月

31 日付け国営整第 176号（最終改定 令和 3年 3月 25日国営整第 210号）による。 

 

１ 設計業務の内容及び範囲 

（１）一般業務の範囲 

ａ．基本設計 

● 建築（総合）基本設計に関する標準業務 

● 建築（構造）基本設計に関する標準業務 

● 電気設備基本設計に関する標準業務 

● 機械設備基本設計に関する標準業務 

● 外構附帯整備基本設計に関する業務 

・建設予定地の外構付帯整備設計 

・既存建物解体後の全体整備計画 

● 造成整備基本設計に関する業務 

  ・建設予定地の平地造成（樹木伐採、石等移設、付替え道路整備を含む）設計 

  ・既存建物解体後の全体造成整備計画 

ｂ．実施設計 

● 建築（総合）実施設計に関する標準業務 

● 建築（構造）実施設計に関する標準業務 

● 電気設備実施設計に関する標準業務 

● 機械設備実施設計に関する標準業務 

● 外構附帯整備実施設計に関する業務 

・建設予定地の外構付帯整備設計 

・既存建物解体後の全体整備計画の調整 

● 造成整備基本設計に関する業務 

  ・建設予定地の平地造成（樹木伐採、石等移設、付替道路整備を含む）設計 

  ・既存建物解体後の全体造成整備計画の調整 

（２）追加業務の内容及び範囲 

ａ．積算業務 

● 建築積算     （ 積算数量算出書の作成、単価作成資料の作成、見積収集、見積検

討資料の作成 ） 

● 電気設備積算 （同上） 

● 機械設備積算 （同上） 

● 建設予定地の外構付帯整備積算（同上） 

● 建設予定地の平地造成（樹木伐採、石等移設、付替道路整備を含む）積算（同上） 

※ 既存建物の解体費、解体後の全体造成（法面、スロープ等）及び外構付帯整備

（駐車場、屋外活動スペース、屋外園芸場等）は積算業務の対象外とする。 

※ 本業務の積算工事費は、本地域の一般流通価格を的確に調査して算出すること。 

ｂ．各種申請手続業務 

● 確認申請に関する手続業務（手数料を含む） 

● 関係法令等に基づく各種申請手続業務 

● 概略工事工程表の作成 

● 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に関する手続業務（手数料を含む） 

● 福祉のまちづくり条例届出手続き 

● 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に関する申請手続き 

ｃ．その他 

● 施設維持管理費用の概算業務（法定管理費、ライニングコスト等） 

 

２ 業務の実施 

（１）一般事項 

ａ．基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準に基づき行う。 
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ｂ．実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準に基づき行う。 

ｃ．積算業務は、調査職員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準に基づき行う。 

（２）適用基準等 

本業務に国土交通省が制定する以下に掲げる技術基準（最新版）等を適用する。受注者は

業務の対象である施設の設計内容及び業務の実施内容が技術基準等に適合するよう業務を

実施しなければならない。 

ａ．共  通 

● 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

● 木造計画・設計基準  

● 木造計画・設計基準の資料 

● 官庁施設の環境保全性基準 

● 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

● 公共建築工事積算基準 

● 公共建築工事共通費積算基準  

● 公共建築工事標準単価積算基準 

● 公共建築工事積算基準等資料 

ｂ．建  築 

● 建築工事設計図書作成基準 

● 建築工事設計図書作成基準の資料  

● 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

● 公共建築木造工事標準仕様書 

● 建築設計基準 

● 建築設計基準の資料 

● 建築構造設計基準 

● 建築構造設計基準の資料 

● 建築工事標準詳細図 

● 構内舗装・排水設計基準 

●構 内舗装・排水設計基準の資料 

ｃ．建築積算 

● 公共建築数量積算基準 

● 公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

● 公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

ｄ．設  備 

● 建築設備計画基準 

● 建築設備設計基準 

● 建築設備工事設計図書作成基準 

● 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

● 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

● 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

● 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

● 建築設備耐震設計・施工指針 

● 建築設備設計計算書作成の手引 

ｅ．設備積算 

● 公共建築設備数量積算基準） 

● 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

● 公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

（３）業務計画書 

業務着手時に、次の内容を記載した業務計画書を作成し、調査職員に提出する。なお、プ

ロポーザル方式により本業務を受注した場合には、技術提案書により提案された履行体制

により当該業務を履行する。 

配置予定の技術者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、退職等のやむを得

ない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なけ
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ればならない。 

ａ．業務概要 

第１章に掲げる業務概要 

ｂ．業務工程表 

ｃ．業務体制表 

ｄ．管理技術者の経歴等 

（４）貸与品等 

ａ．既存設計図書等（既存建築物設計図書一式） 

ｂ．敷地調査資料（本法人が基本設計期間中に別途実施する。） 

ｃ．敷地現況測量調査資料（本法人が基本設計期間中に別途実施する。） 

（５）打合せ及び記録 

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、調査職員に提出する。 

ａ．業務着手時 

ｂ．調査職員又は管理技術者が必要と認めた時 

 

（６）その他、業務の履行に係る条件等 

a．本施設は国庫補助事業を活用し実施することから、当該補助申請時期に適切に対応し

た業務履行工程とすること。なお、申請に係る設計資料は調査職員の指示による。 

ｂ．成果物のＣＡＤデータについては、当該施設に係る工事の受注者に貸与し、当該工事

における施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理に使用するこ

とがある。 

 

３ 成果物、提出部数等 

（１）基本設計 

成果物等 原  図 陽画焼 製本形態 適  用 

ａ. 建築（総合） 

● 建築（総合）基本設計図 

計画説明書 

仕様概要書 

仕上概要表 

面積表及び求積図 

敷地案内図 

配置図 

平面図（各階） 

断面図 

立面図（各面） 

● 工事費概算書 

● 仮設計画概要書 

● 造成計画図 

 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各１部 

各１部 

各１部 

 

３部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３部 

３部 

３部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

 

※CD-Rによる

提出 

ｂ. 建築（構造） 

● 建築（構造）基本設計図 

構造計画説明書 

構造設計概要書 

● 工事費概算書 

 

各１部 

 

 

各１部 

 

１部 

 

 

１部 

 

 

 

 

A4ファイル 

ｃ. 電気設備 

● 電気設備基本設計図書 

電気設備計画説明書 

電気設備設計概要書 

● 工事費概算書 

 

各１部 

 

 

各１部 

 

１部 

 

 

１部 

 

 

 

 

A4ファイル 

ｄ. 機械設備 

● 機械設備基本設計図 

機械設備計画説明書 

 

各１部 

 

 

１部 
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機械設備設計概要書 

● 工事費概算書 

 

各１部 

 

１部 

 

A4ファイル 

ｅ. 資料 

● 各種技術資料 

● 各記録書 

 

一式 

一式 

 

１部 

１部 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

（注）：建築（構造）の成果物は、建築（総合）基本設計の成果物の中に含めることができる。 

：電気設備及び機械設備の成果物は、建築（総合）基本設計の成果物の中に含めることがで

きる。 

：建築（総合）設計図は、適宜、追加してもよい。 

：「ＣＤ－Ｒによる提出」の電子のファイル形式は、調査職員との協議による。（提出部数は１

部とする。） 

（２）実施設計 

成果物等 原図 陽画焼 製本形態 適用 

ａ. 建築（総合） 

● 建築（総合）設計図 

建築物概要書 

仕様書 

仕上表 

面積表及び求積図 

敷地案内図 

配置図 

平面図（各階） 

断面図 

立面図（各面） 

矩計図 

展開図 

天井伏図（各階） 

平面詳細図 

部分詳細図（断面含む） 

建具表 

外構図 

総合仮設計画図 

造成設計図 

● 工事費概算書 

 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各１部 

 

２部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１部 

 

A3二折製本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A4ファイル 

 

※CD-Rによる

提出 

ｂ. 建築（構造） 

● 建築（構造）設計図 

仕様書 

構造基準図 

伏図（各階） 

軸組図 

部材断面表 

各部断面図 

標準詳細図 

各部詳細図 

● 構造計算書 

● 工事費概算書 

 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

各１部 

各１部 

 

２部 

 

 

 

 

 

 

 

 

２部 

１部 

 

A3二折製本 

 

 

 

 

 

 

 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

 

※CD-Rによる

提出 

ｃ. 電気設備 

● 電気設備設計図 

仕様書 

配置図 

電灯設備図 

動力設備図 

 

各１部 

 

 

 

 

 

２部 

 

 

 

 

 

A3二折製本 

 

 

 

 

 

※CD-Rによる

提出 
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受変電設備図 

発電設備図 

構内情報通信網設備図 

構内交換設備図 

情報表示設備図 

映像・音響設備図 

拡声設備図 

誘導支援設備図 

テレビ共同受信設備図 

監視カメラ設備図 

防犯・入退室管理設備図 

火災報知設備図 

構内配電線路図 

構内通信線路図 

● 電気設備設計計算書 

● 工事費概算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各１部 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１部 

１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

ｄ. 機械設備 

● 機械設備設計図 

仕様書 

配置図 

空気調和設備図 

換気設備図 

自動制御設備図 

衛生器具設備図 

給水設備図 

排水設備図 

給湯設備図 

消火設備図 

スプリンクラー設備図 

厨房設備図 

ガス設備図 

浄化槽設備図 

● 機械設備設計計算書 

● 工事費概算書 

 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各１部 

各１部 

 

２部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１部 

１部 

A3二折製本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

 

※CD-Rによる

提出 

ｅ．建築積算（造成設計分を） 

● 建築工事積算数量算出書 

● 見積書等関係資料 

（建築工事編） 

● 単価資料 

ｆ．電気設備積算 

● 電気設備工事積算数量算出書 

● 見積書等関係資料 

（電気設備工事編） 

● 単価資料 

ｇ．機械設備積算 

● 機械設備工事積算数量算出書 

● 見積書等関係資料 

（機械設備工事編） 

●単価資料 

ｈ．土木機械設備積算 

● 機械設備工事積算数量算出書 

● 見積書等関係資料 

各１部 

  

 

 

 

各１部 

 

 

 

 

各１部 

 

 

 

 

各１部 

 

 A4ファイル 

 

 

 

 

A4ファイル 

 

 

 

 

A4ファイル 

 

 

 

 

A4ファイル 

 

 

※CD-Rによる

提出 
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（機械設備工事編） 

●単価資料 

ｉ. そ の 他 

● 建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律に関する

手続関係書 

● 福祉のまちづくり条例届出手

続関係書 

● 高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律に

関する申請手続関係書 

● 概略工事工程表 

● 施設維持管費用概算書 

 

各１部 

 

 

各１部 

 

各１部 

 

 

各１部 

各１部 

 

１部 

 

 

１部 

 

１部 

 

 

１部 

１部 

 

A4ファイル 

 

 

A4ファイル 

 

A4ファイル 

 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

 

※CD-Rによる

提出 

ｊ. 資 料 

● 各種技術資料 

● 構造計算データ 

● 各記録書 

 

各１部 

各１部 

各１部 

 

１部 

１部 

１部 

 

A4ファイル 

A4ファイル 

A4ファイル 

 

（注）：建築（構造）の成果物は、建築（総合）基本設計の成果物の中に含めることができる。 

：電気設備及び機械設備の成果物は、建築（総合）基本設計の成果物の中に含めることがで

きる。 

：建築（総合）設計図は、適宜、追加してもよい。 

：「ＣＤ－Ｒによる提出」の電子のファイル形式は、調査職員との協議による。（提出部数は１

部とする。） 

 


